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跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 27 号　（2019 年 1 月 25 日）
就学援助制度の限界から考える 
学校給食費無償化





































2 ．1 ．1 　就学援助増加の要因
　就学援助とは、経済的に困窮している小中学生の保護者に対して、市区町村が学用品や給食費
に相当する金額の経済的支援を行う制度である。2013 年に制定された「子どもの貧困対策の推進
に関する法律」に基づき 2014 年 8 月に閣議決定された「子供の貧困対策に関する大綱」において
も、就学援助の活用・充実を図ることが重点施策として位置付けられている。この就学援助を受
ける小中学生の人数、割合が増えている。1995 年度の約 77 万人から 2011 年度には約 161 万人に
増え、2015 年度には約 149 万人となっている。公立小中学校児童生徒数に占める割合も 6.1％か























（出所）文部科学省「要保護及び準要保護児童生徒数の推移」2017 年 12 月。
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図表 2　援助を受ける小中学生増加の要因
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（出所）鳫咲子『子どもの貧困と教育機会の不平等』明石書店、2013 年 9 月。
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就学援助制度の限界から考える学校給食費無償化 
る。公表されている都道府県別のデータにおいても、例えば、2015 年度の就学援助率 6 は、高知
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り、就学援助が給食費未納を減らす効果があるといえよう。残り全体の約 7割の府県は、未納割
合 1.1％以下、就学援助率 20％以下となっていた。
　沖縄の未納率は全国平均の 6倍、6.3％であった。子どもの貧困率も 29.9％と全国平均の 2.2 倍
である沖縄県では、やっと 2015 年度から貧困緊急対策事業が行われている 7。沖縄県では、テレ
ビ・ラジオで就学援助のコマーシャルも全国ではじめて行われている 8。






　2013 年 6 月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（以下、子どもの貧困対策法）が議員
立法で成立し、2014 年 1 月から施行された。2014 年 8 月には、子どもの貧困対策に関する国の方
図表 7　就学援助率と給食費未納
（注）「▲、◆、●」は、公立中学校の完全給食実施率（生徒数ベース）が全国平均（74.8％）以下の県。
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2 ．2 ．3 　就学援助制度の限界
　就学援助による学校経費の軽減度合いについては、6割近い世帯が「まかなえていない」と回
答している（図表 10）。特に、中学生になると、制服・通学費、クラブ活動費、修学旅行費など
学校関係の支出が年平均 18 万円となり、小学生を 7万円以上、上回る（図表 11）。給食費の未納





























の調査結果」2017 年 11 月。
（注） 学習塾費など学校外活動費を除く。公立中学生の学習塾費の平均額は、202,498 円である。 
中学校の給食費は、完全給食が実施されていない中学校の給食費を含んだ平均である。 
文部科学省「平成 28 年度学校給食費調査」によれば、給食を実施している公立学校の保護者の年
間負担額は、小学校 47,553 円、中学校 54,219 円である。




























（注） 全国の完全給食実施率（人数比）は、公立中学校で 84.1％、公立小学校で 99.6％である。熊本県
は、熊本地震の影響で平成 28 年度調査より除かれているため、平成 27 年度データを使用した。





















　震災直後の 2011 年度の全国の就学援助率 15.6％に対して、被災 3県は岩手県 10.2％、宮城県
10.8％、福島県 10.6％という水準であった（図表 14）16。交付金による被災児童生徒就学援助事
業を合計すると、2012 年度に給食費などの支援を受けている児童生徒数が公立小中学校児童生徒
総数に占める割合は、岩手県 14.4％、宮城県 17.4％、福島県 17.3％となった。交付金事業によっ
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　最新の2015年度のデータにおいて被災児童生徒就学援助を含めた就学援助全体の割合は、全国




　東日本大震災の被災就学援助の国庫補助は 10 ／ 10 の国庫補助率で実施されたが、熊本地震へ
の対応は 2／ 3の国庫補助率であった 19。熊本地震の被災地では、いまだ 3万人が仮設住宅で暮
らしているが、国庫補助率が 10 ／ 10 でなく、自治体持ち出しがあることから、被災就学援助の
縮小がはじまっている 20。





費の補助制度を設けている自治体は全国の約 3割、506 自治体となった 21。これは、2015 年の調
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震災直後（2011 年度） 震災 4年後（2015 年度）
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就学援助制度の限界から考える学校給食費無償化 
部補助が 424 自治体、小中ともに無償が 76 自治体、小中どちらかが無償が 6自治体であった。無




















































（出所） 文部科学省（2018）「平成 29 年度の『学校給食費の無償化等の実施状況』及び『完全給食の実
施状況』の調査結果について」 より作成。
図表 18　給食費無償化の課題
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